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津軽広域水道企業団西北事業部水道料金徴収事務等業務委託に係る 

公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 業務概要 

 （１）目的 

この要領は、津軽広域水道企業団西北事業部水道料金徴収事務等業務に

ついて、企画力、技術力、創造性、専門性、実績等の価格以外の要素を含

めて総合的に判断し、優れた受注候補者を公募型プロポーザル方式（以下

「プロポーザル」という。）により選定するため、必要な事項を定めるも

のとする。 

（２）業務名 

 津軽広域水道企業団西北事業部水道料金徴収事務等業務委託（以下「業

務委託」という。） 

（３）業務内容 

  ①受付業務 

  ②水道料金等徴収及び収納業務 

  ③滞納整理業務 

  ④電子計算処理業務 

  ⑤検針業務 

  ⑥開閉栓業務 

  ⑦予算・決算に関する補助業務 

  ⑧経理関係補助業務 

  ⑨その他①から⑥に附帯する業務で、発注者が必要に応じて指定する業

務委託の区域など、詳細については水準書で定める。 

 

２ 業務に要する費用（事業費限度額） 

業務委託に係る委託料の上限額は、３３０，０００，０００円であり、令

和７年４月１日から令和 12 年３月 31 日までの５年間の委託料とし、消費税

及び地方消費税を除く金額とする。 

なお、参考見積書の金額が、業務に要する費用（事業費限度額）を超過し

た場合は失格とする。 

 

３ 参加資格 

プロポーザルに参加できる者（提案者となろうとする者）は、次に揚げ

る事項を満たす者とする。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項

の規定に該当しないこと。 
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（２）津軽広域水道企業団水道事業会計規程（平成２６年管理規定第４号）

第１００条の規定に該当しないこと 

（３）日本国内に本社又は本店を有していること。 

（４）津軽広域水道企業団競争入札等参加資格名簿に登録されていること。 

（５）津軽広域水道企業団との契約に関して、公示日現在から候補者特定の

日までの間に津軽広域水道企業団建設工事等指名停止要領による指名停

止を受けていないこと。 

（６）租税に滞納がないこと。 

（７）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申

立てをしている者（更生手続開始の決定を受けている者を除く。）又は

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立

てをしている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）又は破

産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立てをして

いる者でないこと。 

（８）暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第６号に規定する暴力団が、法人の役員又はこれらに準じる

地位に就任し、又は実質的に経営等に関与していないこと。 

（９）個人情報の漏えい、滅失、き損又は改ざんの防止その他の個人情報の

適正な保護及び管理のために必要な措置を講ずることができる者である

こと。 

（10）公共料金収納業務について、実務経験を有する業務責任者を配置でき

ること。 

（11）日本国内で給水人口５万人以上の水道事業体において、料金徴収、収

納又は滞納整理関係業務の受注実績があり、収納等業務の目的を達成す

るために必要な数の業務従事者を配置できること。 

（12）プライバシーマーク又はＩＳＭＳ（情報セキュリティマネジメントシ

ステム）の情報セキュリティ関連認証を取得していること。 

 

４ 説明会 

業務委託に係るプロポーザルの実施については、希望する事業者に対し

下記のとおり説明会を実施する。 

（１）実施場所 

  ア 日時 令和６年６月 10 日～11 日の２日間 

  イ 場所 津軽広域水道企業団西北事業部庁舎３階会議室 

（２）参加人数 

   説明会への参加人数は、１事業体２名以内とする。 

 （３）説明会の申込期限 
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    令和６年６月７日（金）の正午までに、電子メール又は FAX により説

明会希望の申し出をすること。説明会希望の申し出に応じて個別に開催

日時を設定する。 

 

５ 質問の受付及び回答 

（１）提出期限：令和６年６月 17 日（月）から令和６年６月 21 日（金）午

後４時まで（必着） 

（２）提出方法：別添の質問書（様式第９号）により、電子メールにて提出

すること。 

（３）回答日：令和６年６月 28 日（金） 

 （４）回答方法：企業団ホームページに掲載 

 

６ 参加表明書の作成及び提出 

（１）参加申込みに係る提出書類等については、津軽広域水道企業団西北事

業部ホームページからダウンロードすること。 

（２）プロポーザルに参加しようとする事業者（以下「参加表明事業者」と

いう。）は、プロポーザル参加表明書（様式第１号）に必要書類を添付

のうえ、期限までに提出すること。 

（３）参加表明書に必要とする提出書類 

  ア 会社概要関係書類 

   ① 資本金、所在地、業務案内、従業員数、社歴、個人情報保護の取

り組み内容等が確認できるもの 

   ② 法人登記簿謄本の写し（参加表明書を提出する日を基準として３

カ月以内に発行されたものに限る。） 

  イ 労働条件関係書類 

    労働関係に係る各種規則や協定の整備状況が確認できるもの 

   ① 就業規則 

   ② 労働基準法第３６条に係る時間外及び休日労働に関する協定書の

写し 

  ウ 必要資格関係書類 

    業務責任者の候補者の資格要件を証明できるもの 

  エ 類似業務受注実績表（様式第２号） 

  オ 類似業務受注実績を証する契約書の写し又は実績を証明できる書類 

  カ プライバシーマーク又はＩＳＭＳの情報セキュリティ関連認証を取 

   得していることを証明できる書類の写し 

  キ 租税に未納がないことを証明する書類 

   ① 直近の事業年度の消費税（税務署発行の未納の税額がないことを

証明する「納税証明書（その３）」 
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   ② 本社所在地に納めた直近の事業年度の法人市民税、固定資産税 

  ク プロポーザル参加申込書等提出書類確認表（様式第１７号） 

（４）提出方法 

   業務提案書と同時に提出すること。 

（５）プロポーザルの参加辞退 

参加表明事業者がプロポーザルへの参加を辞退する場合は、プロポー

ザル参加辞退届（様式第１５号）を提出すること。 

（６）参加資格審査結果の通知 

第６項第３号に規定する提出書類により、参加表明事業者の参加資格

を審査し、その結果をプロポーザル参加資格審査結果通知書（様式第４

号）により通知し、併せて参加資格を有することが確認された参加表明

事業者（以下「参加事業者」という。）に対し、プロポーザル参加要請

書（様式第５号）を送付する。 

 

７ 業務提案書等の作成及び提出 

参加事業者は、プロポーザルの実施に係る業務提案書、提案見積書、ヒア

リング出席者報告書及び業務提案書等提出書類確認表（以下「提案書等」と

いう。）を作成のうえ、提出期間内に提出すること。 

（１）提出期間 

   提案書等の提出は、令和６年７月１日（月）から令和６年７月 31 日

（水）までとする。 

（２）提出先 

    津軽広域水道企業団西北事業部総務課 

（３）提出方法 

   持参又は郵送により提出すること。 

   持参の場合の受付時間は午前９時から午後４時までとする。（土曜、

日曜日及び祝日を除く。） 

（４）提出部数 

  ア 業務提案書（様式第８号） 

    正本１部 副本７部 

  イ 提案見積書（様式第６号）及び積算内訳書（様式第１６号） 

    各１部 

  ウ ヒアリング出席者報告書（様式第７号） 

    １部 

  エ 業務提案書等提出書類確認表（様式第１４号） 

    １部 

（５）業務提案書の内容 
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   業務提案書の記載内容については、次の項目について作成する（様式

第８号から第８－１９号） 

  ア 会社概要及び財務状況（直近３カ年の会計年度における貸借対照表

及び損益計算書） 

  イ 受注実績 

  ウ 業務体制及び業務履行計画書 

  エ 受付業務に対する考え方 

  オ 水道料金等徴収及び収納業務に対する考え方 

  カ 滞納整理業務に対する考え方 

  キ 電子計算処理業務に対する考え方 

  ク 検針業務に対する考え方 

ケ 開閉栓業務に対する考え方 

コ 個人情報保護に対する考え方 

サ 社員への研修体制に対する考え方 

シ 地域貢献（地元経済、地元雇用等）に対する考え方 

ス 災害、緊急時危機管理に対する考え方 

セ その他の業務提案 

（６）業務提案書の作成形態 

  ア 業務提案書の表紙には、業務提案書（様式第８号）を使用し、事業

者名（正本にのみ記載）、提出年月日及び業務提案書ごとの通し番号

を記入のうえ、頁の最初に目次を付け、各頁には、頁番号を記入し、

提出部数ごとに綴り提出する。 

  イ 業務提案書の作成にあたっては、日本語を使用し、日本産業規格Ａ

４判縦置き横書き左綴りで作成し、正本１部、副本７部を提出する。 

  ウ 電子記憶媒体での提出は認めない。 

（７）注意事項 

   業務提案書の副本には、事業者名及び見積金額を記載しない。 

（８）提案見積書（様式第６号） 

   提案見積書には、各年度の積算内訳書（様式第１６号）を添付し、業

務提案書とは別に封かんのうえ１部提出する。 

 

８ 審査方法 

（１）審査委員会の設置 

  ア 企業団は、受注候補者の特定にあたり、業務委託に係る公募型プロ

ポーザル審査委員会（以下「審査委員会」という。）を設置する。 

  イ 審査委員会は、提案内容についての評価を行い、最優秀提案者を特

定する。 

  ウ 企業団は、審査委員会の特定結果をもとに受注候補者を決定する。 



6 

 

  エ 受注候補者を決定するまでは、委員名の公表を行わないものとす

る。 

（２）一次審査 

   業務提案書等を提出した参加事業者が５者を超えた場合は、審査委員

会において、書類による一次審査で５者を選定し、その結果について

は、一次審査の結果（様式第１１号）により参加事業者に通知するもの

とする。ただし、参加事業者が５者内の場合は、一次審査を省略する。 

（３）二次審査 

   一次審査により選定された業務提案書等は、審査委員会において二次

審査を実施するとともに次のとおり参加事業者ごとにプレゼンテーショ

ン及びヒアリングを実施する。 

   ア 審査日時及び場所 

     ヒアリング参加要請書（様式第１０号）により通知する。 

   イ 審査時間 

     各参加事業者からのプレゼンテーションは３０分以内とし、プレゼ

ンテーション終了後に審査委員からヒアリングを２０分程度行う。 

   ウ プレゼンテーションの方法 

     プレゼンテーションは、自由形式とし、希望する参加事業者は、電

子機器を用いて行うことができる。なお、プレゼンテーションで使用

する機器は、参加事業者で用意すること。ただし、プロジェクター、

スクリーン及び電源コードは企業団側で用意する。 

   エ プレゼンテーション及びヒアリングに際し、提案書提出時に添付し

ていない資料等を新たに提出することはできない。 

   オ プレゼンテーションでの出席人数は、５名までとする。なお、出席

者の氏名等をヒアリング出席者報告書（様式第７号）に記入し、提案

書とともに提出する。 

 （４）受注候補者の決定 

二次審査の結果、受注候補者として特定された事業者には、受注候補

者特定通知書（様式第１２号）を送付する。また、受注候補者に特定さ

れなかった事業者には、受注候補者非特定通知書（様式第１３号）を送

付する。 

 

９ 審査基準及び配点 

  プロポーザルは評価基準書に基づき審査する。 

 

10 契約 

（１）契約手続き 

企業団は、受注候補者と協議し、業務の委託契約を締結する。 
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 （２）契約保証金等 

  受注者は、業務委託の契約履行を保証するものとして、次の各号のい

ずれかを納付又は提出するものとする。 

ア 契約保証金の納付（契約金額の１０分の１以上） 

イ 契約保証金の納付に代わる担保となる有価証券の提出 

ウ 契約保証金の納付に代わる担保となる措置であって、この契約に

よる債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀行又は発

注者が確実と認める金融機関の保証を証するもの 

エ この契約による債務の不履行により生ずる損害を補填する履行保

証保険契約の締結を証するもの 

オ 履行実績証明書 

 過去２年間に市、国（公団等含む。）又は他の地方公共団体と種類

及び規模をほぼ同じくする契約を複数回締結し、これらを全て誠実

に履行した実績を証するもの 

    

11 日程 

  プロポーザルに関するスケジュール（予定） 

 内  容 実施日程 

1 第１回審査委員会 令和６年５月 29 日(水) 

2 参加募集の公示 令和６年６月５日(水) 

3 プロポーザル実施に関する説明会 令和６年６月 10 日(月)から 

令和６年６月 11 日(火)まで 

4 質問書の提出期間 令和６年６月 17 日(月)から 

令和６年６月 21 日(金)まで 

5 質問書に対する回答 令和６年６月 28 日(金) 

企業団ホームページに掲載 

6 業務提案書、提案見積の提出期間 令和６年７月１日(月)から 

令和６年７月 31 日(水)まで 

7 一次審査の結果通知 

(参加事業者が 5者以内の場合は省略) 

令和６年 8月 20 日(火) 

8 業務提案書のプレゼンテーション及び

ヒアリング 

審査委員会の審査(受注候補者の選定) 

令和６年９月中旬 

(ヒアリング参加要請書により

通知) 

9 選定結果の企業長決裁 令和６年９月下旬 

10 選定結果の通知 令和６年９月 25 日(水) 

(別途通知) 

11 委託業務契約締結 令和６年 10 月中旬 
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12 受注者引継及び準備期間 令和 6年 11 月上旬から 

令和７年３月 31 日（月）まで 

13 業務開始 令和７年４月１日（火）から 

 

12 失格事項 

本プロポーザルの提案者若しくは提出された提案書が、次のいずれかに該

当する場合は、その提案を失格とする。 

（１）参加資格要件を満たしていない場合 

（２）提出書類に虚偽の記載があった場合 

（３）実施要領等で示された、提出期限、提出場所、提出方法等の条件に適

合しない書類の提出があった場合 

（４）選定結果に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合 

 （５）参考見積書の金額が業務に要する費用を超過した場合 

 

13 次順位者との交渉 

  企業長は、受注候補者と委託契約を締結することができない事由が生じた

場合は、選定結果の次順位以下となった参加事業者のうち評価総合点が上位

であった者から順に委託契約の締結について交渉することができる。 

 

14 参考資料の提供 

  本業務の提案に必要と思われる資料については、プロポーザル質問書（様

式第９号）へ提供を要望する資料を記載すること。 

  提供の要望があった資料については、質問書に対する回答の公表と同時期

に提供する予定であるが、資料が存在しない等の理由により、資料を提供で

きない場合もある。 

  企業団が提供した資料は、本応募に係る検討以外の目的で使用することは

できない。 

 

15 その他留意事項 

 （１）提出期限以降における書類の差し替え及び再提出は認めないこととす

る。 

 （２）提出書類に虚偽の記載をした場合は、提案を失格とするとともに、指

名停止措置を行うことができる。 

 （３）提出書類は返却しないとともに、提出者の特定以外には提出者に無断

で使用しないこと。 

 （４）書類の作成、提出及びその説明に係る費用は、提出者の負担とする。 
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 （５）プロポーザルを公正に執行することができないおそれがあると認めた

場合、既に公告若しくは通知した事項の変更又は当該プロポーザルを延

期若しくは中止することがある。この場合において、参加者が損害を受

けることがあっても賠償責任を負わないものとする。 

 （６）「業務実施体制回答書」に記載した配置予定の担当技術者は、原則と

して変更できないものとする。 

    なお、やむを得ない理由により変更する場合には、企業団と協議のう

え決定する。 

 （７）企画提案書等の著作権等については、次のとおり取り扱うものとす

る。 

    ア 企画提案書等の著作権は、当該企画提案書等を作成した者に帰属

するものとする。 

    イ プロポーザル方式の手続き及びこれに係る事務処理において必要

があるときは、提出された企画提案書等の全部又は一部の複製等を

することができるものとする。 

    ウ 提案者から提出された企画提案書等について、津軽広域水道企業

団情報公開条例（平成２０年条例第１号）の規定による請求があっ

たときは、当該企画提案書を作成した者に対し、意見書を提出する

機会を与えるものとする。 

      なお、本プロポーザルの候補者特定前において、決定に影響がで

るおそれがある情報については決定後の開示とする。 

 

16 業務委託の引継ぎ準備期間及び費用負担 

  業務委託の引継ぎのための準備期間は、原則として業務委託実施前の５カ

月間とし、詳細な日程及び内容については、発注者と受注者の協議により定

めるものとする。 

  また、当該準備期間における引継ぎに要する費用については、受注者の負

担とする。 

 

17 書類提出先及び問合せ先等 

津軽広域水道企業団西北事業部総務課 

〒038－3196 

青森県つがる市柏桑野木田福井 20 番地 4 

  電話 0173-25-2711 

  FAX  0173-25-2188 

   電子メールアドレス seihoku@tusui.jp 

 


